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リフォーム等の内容

再
評
価
（
再
調
査
）
が
必
要

これらに当てはまらない場合については，

資産税課までお問合せください。

家屋機能・価値の水準向上を図る工事である

主体構造部（柱，梁，壁体，床構造，屋根構造等）又は基礎の資材交換・追加，間取りの変

更（単に間仕切壁を追加する等の軽微なものは除く。）などの家屋機能・価値の水準向上を

図る工事は，家屋の評価においては改築に当たることから，再評価（再調査）が必要です。

屋根部分の防水工事，外壁塗装工事，仕上材の貼替え，間取りの変更（単に間仕切壁を追加する等の軽微なもの

に限る。），故障した設備の入替えなどの家屋機能・価値の水準，使用可能年数の維持，回復を図る工事は，家

屋の評価においては修繕に当たることから，再評価（再調査）は不要です。

再評価（再調査）は不要

用途を変更した

（例：店舗→住宅，住宅→事務所など）

家屋の用途を変更した場合，住宅用地の軽減措置や家屋における経年減点補正率（経過年

数に応ずる減点補正率）に影響を及ぼすことがあることから，変更後の用途によっては再

評価（再調査）が必要です。

床面積が増加又は減少した

家屋の床面積が増加又は減少した場合，その増加又は減少した部分について評価額を増加

又は減少させる必要があることから，再評価（再調査）が必要です。


